部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	（財）大阪がん予防検診センター

	部局の考え方


	P

T

案


	廃止（20年度）

○検診事業は内容を精査したうえで必要なものについては、適切な実施主体に移管する。

・市町村のがん検診について、民間機関等で実施可能なものは民間に委ねる

・受診率向上等に関する府の役割を担うためだけに単独の法人を維持する必要性は少ない

· 検診精度向上にかかる市町村指導等は府が実施

	
	
	20年度通年予算見込み額：　２９３百万円

21年度効果見込み額：　　　２９３百万円

	
	【方針】

・法人は存続し、同センターで行うべき検診事業等に限定して継続。

一層の経営改善に努力しつつ、民間で実施可能なものは民間に委ねる。

【理由】

・市町村がん検診の主要受託機関である当法人の廃止は受診率の一層の低下を招く。

・当法人は、がんの早期発見や死亡率の抑制に効果的な「検診精度の向上」やアスベスト等、健康影響調査などに大きな役割を果たしており（収益事業になじまない）、廃止は検診精度の低下（がんの見落としの増加）につながる。

	参考データ等
	国がん検診受診率目標

５０％

府内市町村の保健事業におけるがん検診受診率（胃がん）
６．８％

全国平均（胃がん）

１２．４％

＊大阪府目標未設定（大阪府がん対策推進計画で定める予定）

検診発見がんのうち早期がんの割合

種別

府総計

センター

胃がん検診

54.7％

64.6％

大腸がん検診

58.2％

71.2％

子宮がん検診

46.2％

50.0％

乳がん検診

43.3％

65.2％



	
	考え方の詳細は別紙
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